





















































































































































































































































































































































被害者とＸ2 との間の子であり、被害者および X2 は農村の住民であり、
X2 等が葬儀のために3,419元を支出したこと、事件後Ｙの親族がＹに代
わって賠償金24,000元を支払ったことの各事実は、当人らの法廷におけ
る供述および当人らの身分証明書、旅費証明書、葬儀代等の領収書等か
ら認められる」とした。
　　さらに法院は犯罪事実について「Ｙはけんかが原因でナイフで被害者
を刺し死亡させた、これは刑法234条２項の傷害罪に該当する。Ｙは自
首したので減刑できる。さらに法廷で罪状を反省し、かつＹの親族は被
害者の親族に賠償金の一部を支払ったので、後悔ありとしてとして情状
酌量をすることができる」と述べ、Ｘらの損害賠償請求について「Ｙは
Ｘらの損害について賠償すべき責任を負うところ、Ｘらは被害者の住所
地である湖北省当阳市における賠償基準を適用すべく《当阳市司法局坝
陵司法所》が作成した証明書を証拠として提出した。しかしこの司法所
は当農村居住者の平均収入を統計しこれを発表する権限はなく、この証
明書は当地の農村居住者の平均純収入の証拠にはならず、当法院所在地
の標準収入よりも高いという証明にならないと認められるので、本院は
当院所在地である重慶市の賠償基準を適用する。被害者は結婚後岳母と
同居していたが、その娘であるＸ2が健在な現在は岳母に対して法定の
扶養義務はないので、Ｘらの本請求は理由がなく、これは認められな
い。法事等の費用は証拠がなく認められない。その他の請求のうち、死
亡賠償金と被扶養者の将来の生活費は農村住民として農村住民の標準で
算定することし、交通費は乗車券等から認められるが、葬儀期間中の休
業補償および宿泊費は高すぎるので本院は実際の状況を斟酌して算定す
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る」「以上総合すると、死亡賠償金は57,480元、葬儀費用9,607元、被扶
養者生活費17,640元、葬儀関係交通費3,419元、休業補償300元、宿泊費
300元、合計88,746元が相当である」と認定した。
　　法院は、Ｙの犯罪事実と情状およびＸらの受けた損害にもとづき、刑
法234条２項、55条１項、56条１項、67条１項、36条１項、民法通則
119条、最高人民法院「人身損害賠償に関する解釈」17条３項、22条、
27条、28条、29条を各適用して、次のとおりの判決主文を言い渡した。
１）被告Ｙは、傷害罪として懲役14年に処し、政治権利を４年間剥
奪する。
２）被告ＹはＸに88,746元を支払え。
３）Ｘらのその余の請求は棄却する。
　　（ 出典：中国法院網 http://www.chinacourt.org/・一審判決書2007年９
月20日発布）
【⑥事件】
罪名：強盗傷害
公訴機関・法院：不明
附帯民事訴訟原告：Ｘ1、Ｘ2
　　同　　　被告：Ｙ1、Ｙ2、Ｙ3
判決日：不明
（事件概略と判決）
１、1998年３月、未成年のＹ1は小刀を所持してＸ1の自宅に侵入して盗
みをしようとしたが発見され、夫婦であるＸ1Ｘ2に重傷を負わせた。
　　Ｙ1の刑事訴訟中に、Ｘ1Ｘ2はＹ1とその両親であるＹ2とＹ3を共同
被告として、Ｘらの治療費、休業補償、後遺症補償等総額40万元の損
害賠償を求めて刑事附帯民事訴訟を起こした。
２、法院は、Ｙらの支払い能力がまったくないのを考慮して、Ｙらが所有
する古い家財であるテレビ、冷蔵庫、ソフアー、扇風機などを賠償の代
わりにＸらに引き渡せとの判決を下した。
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３、しかし2003年１月になって、Ｙ2 が1985年に締結した「山林植林請負
契約」が当年になって契約満了となり、植樹を売却して８万元を取得し
たことが判明したのでＸらは怒り、法院にＹ2 に対して13万元の賠償請
求をしたところ、法院はこれを容れ、Ｙ2 に５万元の支払いを命じた。
（出典：最高人民法院民事第一庭編『民事審判指導與参考』法律出版社
2006年第１集（総25）155頁）。
【⑦事件】
罪名：殺人
公訴機関：杭州市人民検察院
法院：杭州市中級人民法院
附帯民事訴訟上訴人（原告）Ｘ1：張海全（1938生、男、農民、被害者の父）
　　　　同　　　　　　　　Ｘ2：窦先貴（1940生、女、農民、被害者の母）
　　　　同　　　　　　　　Ｘ3：曹家琼（1968生、女、農民、被害者の妻）
　　　　同　　　　　　　　Ｘ4：張紅霞（1989生、女、農民、被害者の子）
原審被告Ｙ1：王昭炳（1972生、男、農民、）
　　同　Ｙ2：王興平（1963生、男、農民）
判決日：2007年６月５日
（事件概要と判決）
１、2006年７月29日午前６時ごろ、浙江省富陽市で臨時工をしていたＹ1
は、同市の汽車駅付近でかねてより妻と不適切な交際をしていた張喜平
を見つけ、二人は言い争いをし、その間にＹ1 は兄のＹ2 に電話し、Ｙ2
が現場に来た。Ｙ2 は張喜平の背後から衣服をつかんで所持していたナ
イフで同人の胸部、腰部、腿等数箇所を刺し、その場で同人を死亡させ
た。XらはＹ1、Ｙ2 に対して刑事附帯民事訴訟を提起して損害賠償を
求めた。
２、原審は、Ｙ1とＹ2 を殺人とし、Ｙ2 を無期懲役、政治権利の終生剥
奪、Ｙ2 を懲役１年、政治権利の１年剥奪にそれぞれ処し、賠償として
Ｙ1 はＸら４名に対して総額35,000元（うち10,000元は支払済み）を、
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Ｙ2 は同４名に対して総額15,000元（うち10,000元は支払済み）をそれ
ぞれ連帯して支払えと判決をし、刑事判決は確定した。
３、Ｘら４名は上訴し、１）Ｙらは死亡賠償金および４名の扶養料を支払
え、２）Ｙらの量刑は軽すぎもっと重くせよ、と主張した。
４、２審は、つぎのとおり認定した。
　　Ｙらの殺人の事実は、証言、現場検証結果、凶器、血衣、法医学鑑
定、DNA鑑定等から認められ、原審の認定事実は証拠十分である。Ｘ
らは上訴理由として扶養料を請求するが、被害者の妻であるＸ3 は労働
能力があるから扶養を要しないし、その余のＸらの扶養料も原審で相当
額の賠償が命ぜられておりその額は妥当であるので、上訴理由に当たら
ない。
　　ＸらはＹらの量刑が軽すぎると述べるが、上訴は附帯民事訴訟の判決
に対してだけでき、刑事判決に対してはＸらは上訴できず、刑事判決は
すでに確定しているのであるから、Ｘらの量刑不当の主張は失当であ
る。
　　よって、Ｘらの賠償額の増額主張は証拠がなく、原審の賠償額は妥当
であるから、民事訴訟法153条１項（１）、刑法232条、民法通則119
条、130条、最高人民法院司法解釈「人身損害賠償に関する解釈」１条
の各規定により、次のとおり決定主文を言渡す：
　　Ｘらの上訴を棄却し、原判決を維持する。
（出典：中国法院網 http://www.chinacourt.org/・二審裁定書2007年９月21
日発布）
【⑧事件】
罪名：傷害
公訴機関：河南省上蔡県人民検察院
法院：河南省駐馬店市中級人民法院
附帯民事訴訟上訴人（原審被告）Ｙ：許兵権（1963生、男、農民）
原審附帯民事訴訟原告Ｘ：許領春（1961生、男、農民）
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決定日：2002年11月15日
（事件概要と判決）
１、2002年５月18日午後８時ごろ、Ｙが交際していた人妻である同村の
Ａの家へ行って話をしていたところへＡの夫であるＸが帰宅したので、
ＹはＡ自宅内の別場所に隠れた。11時ごろＡが便所に行ったときＹは
部屋に入りＸの腹部をナイフで刺し、その後お互いにナイフを争奪し、
Yは Xの頭部、両上肢、胸部を傷害した。
　　この負傷のため、Ｘは58日入院し、医療費9,249元、鑑定費350元、交
通費240元等を支出し、刑事附帯民事訴訟を提起した。
２、原審である上蔡県人民法院は、Ｙを傷害罪として懲役７年に処し、損
害賠償としてＸに11,364元を支払うよう民事判決をした。
３、Ｙは「事実誤認である。Ｘが先にナイフを構えたので、自分は正当防
衛としてこれを取り上げてＸを刺したのである」と主張し、刑民とも上
訴した。
４、２審は、原審の事実認定は正しく、Ｙの上訴の理由はないとして、刑
事訴訟法189条（１）により、Ｙの上訴を決定により棄却し、原判決を
維持した。
（出典：中国法院網 http://www.chinacourt.org/・二審裁定書2003年７月８
日発布）
【⑨事件】
罪名：強盗傷害致死
公訴・抗訴機関：河南省西平県人民検察院
法院：河南省駐馬店市中級人民法院
附帯民事訴訟上訴人（原審原告）Ｘ： 王貴花（62才、女、漢族、農民、
被害者の母）
原審被告Ｙ1：朱小坡（1983年生、男、漢族、無職）
　　同　Ｙ2：朱志剛（1981年生、男、農民）
　　同　Ｙ3：呂自力（1984年生、男、回族、農民）
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　　同　Ｙ4：李亜輝（1976年生、男、回族、農民）
（事件概要と判決）
１、公訴機関は、Ｙら４名を趙宝軍に対する共謀による強盗致死罪で起訴
し、Ｘは損害賠償の刑事附帯民事訴訟を提起したが、原審である河南省
西平県人民法院は、2002年10月25日にＹ3 だけを強盗罪として懲役４年、
罰金1,000元に処し、Ｙ1、Ｙ2、Ｙ4 については公訴事実が証拠上認めら
れないとしていずれも無罪とし、Ｘらの賠償請求も証拠なしとして棄却
した。
２、公訴機関は刑事判決に対して控訴し、Ｘらは附帯民事判決に対して上
訴した。
　　２審は、次のように問題点を指摘した。
１）事件発覚の端緒になったＹ３は、本件を含む多数の強盗事件を自供
したものの、捜査機関の裏付けによっても真実ではなく、同人の供述
自体が信用できない。
　　また被告ら４人の供述と被害者らの供述とは、相互に矛盾する。例
えば、ａ）被害者Ａ、Ｂはいずれも被告人らは２台の自転車に乗って
犯行現場に来たと供述するが、Ｙら４人は等しく徒歩で現場に来たと
述べ、ｂ）金品強奪の情況も被害者と被告らで一致しない、ｃ）犯行
後の逃走方角も一致しない、ｄ）犯行後どの門から市街に入ったかも
一致しない、ｅ）犯行後、Ｙ1,Ｙ2,Ｙ3 は甲店で皆でビデオを見たと
いい、Ｙ4 は乙店で皆とビデオを見たといい、ｅ）証人３人は、Ｙ4
を犯行現場で見ていないと述べている、などである。
　　したがって、被告ら４名の供述は本案の証拠にはできないし、証人
らの供述も証拠にできない。被告らの強奪した物品と被害者を死亡さ
せた凶器も存在しない。
　　以上のとおり、公訴事実にかかる「被告ら４人の環城郷王店村にお
ける趙宝軍に対する強盗殺人」は、証拠がない。
　２）被告Ｙ3 については、次の事実が認められる。
　　1999年５月19日夜、Ｙ3 は他２名とともに環城郷観音堂中学の便所
（275）
87
内で同校生徒Ｃを殴打して15元を強奪した。この事実は、Ｙ3 の供
述、被害者Ｃの供述と一致するので認められる。
　　1998年12月中旬昼頃、前記学校の生徒Ｄから借金を名目に100元を
交付させた。しかしこの事実は、被害者 Dの供述とＹ3 の供述は一致
するが、いずれも借金名目の金銭交付であるから、暴力や威嚇を伴っ
ておらず、強盗には該当しない。
　　1998年12月13日にＹ3 は、前記学校の生徒Ｅを殴打して47元を奪っ
て逃走し、さらにその後に同校西側で生徒Ｆの行く手を遮ってＦから
16元を奪った。これらは証拠上認められる。
３）　最高人民法院「未成年刑事被告人の審理上の規定」に従って、Ｙ
3 の生活環境等を審理することとし、原審によると、Ｙ3 は幼少時に
父を亡くし、母は再婚し、自分は祖父母に育てられ、性格は内向性
で、小学校もろくに行かず卒業せず、付近の不良と交わり悪事を働き
入獄したが、出所後は少し改善したので、情状がある。
３、２審の事実認定と判決は次のとおりである。
１）Ｙ3 は、年齢、家庭環境等から軽い刑が相当である。
２）被告４名の公安局での供述と被害者、証人の供述と相互に矛盾し、
現場の情況も齟齬する。
　　しかも４被告は捜査機関において原供述を翻しており、検察院は２
審でこれらの矛盾を排除するに足りる証拠を提出していない。
３）よって検察院による控訴および附帯民事訴訟原告による上訴は、い
ずれもその事実が認められないから、原審の事実誤認はない。
　　原審の事実認定とＹ3 に対する量刑は適当であり、手続適法である
ので、本件公訴にかかる事実は、証拠がないので、控訴および上訴は
理由がない。
４）よって、刑事訴訟法189条（１）により、次のとおり決定する。
　　本件控訴および上訴を棄却し、原審判決を維持する。
（出典：中国法院網 http://www.chinacourt.org/・二審裁定書2003年７月
８日発布）
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【⑩事件】
罪名：傷害
自訴人兼附帯民事訴訟告Ｘ：謝値堂
被告人Ｙ：鄧開杰
法院：四川省古藺県人民法院
判決日：2007年４月27日調停成立
（事件概要と判決）
１、2004年３月18日、Ｘが飼育する鶏一羽がＹの庭のエンドウ豆を食べ
たことに端を発してＸとＹは喧嘩となり、双方は罵り合った。翌日午
前、ＸとＹは些細な事から殴り合いの喧嘩となり、このときＹは菜切り
包丁でＸの身体３箇所を切りつけ、右頚部骨折、全身軟組織傷を負わ
せ、Ｘは医療費1,800元を支出した。
　　Ｘは、同年10月14日に精密診断の鑑定を依頼し、鑑定費300元を支出
し、直ちにＹを自訴しようと考えたが、Ｙは外地に出稼ぎに行ったので
できなかった。
　　Ｙが帰村したので、Ｘは傷害罪で自訴し、同時に賠償を求めて刑事附
帯民事訴訟を提起した。公安局は2007年２月17日にＹを逮捕した。
２、2007年４月25日、人民法院は公開審査し、Ｙが事実を全て認めたの
で、法院はＸの同意のもとに調停を勧告し、Ｘは自訴を取下げ、Ｙは法
廷で賠償として8,000元を支払って調停が成立した。法廷でＸとＹは握
手して“我々は３年間も恨み合ったが、今日全ては解けた、仲良くやろ
う！”と話したという。
（出典：中国法院網 http://www.chinacourt.org/・刑事審判2007年４月29日）
【⑪事件】
罪名：森林窃盗
公訴機関兼刑事附帯民事訴訟原告：北仑区人民検察院
被害者Ｘ：后所村
被告人Ｙら：郎啓兵、艾珍華、劉賢華、氾金明
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法院：浙江省寧波北仑区人民法院
判決日：2006年１月11日
（事件概要と判決）
１、2005年９月、Ｙら４人は山で無断で樹木を伐採し木箱屋に売却した
ところで、派出所の警察官に捕まった。
２、北仑区人民検察院は被害者である后所村に対して刑事附帯民事訴訟を
提起するかどうか催促し、不提起を確認した後に森林窃盗罪 (刑法345
条１項 )で公訴提起し、同時に被害者のために刑事訴訟法77条２項にも
とづき刑事附帯民事訴訟を提起した。
３、2006年１月11日、同法院は次の判決を下した。
１）被告人４人は、森林窃盗罪として拘役４ヶ月20日、罰金1,000元に
処する。
２）被告ら４人は共同して、后所村の山林の盗伐跡に本年４月10日前
に樹木125本を植樹し、かつ生育率90％を保証し、３年間植林管理を
せよ。
（出典：法制日報2006年２月22日）
【⑫事件】
罪名：職権濫用罪
公訴機関兼附帯民事訴訟原告：江蘇省海安県検察院
被害者：海安県老坝港鎮人民政府
附帯民事訴訟被告Ｙ：盛栄（64歳、男）
法院：海安県人民法院
判決日：2007年11月２日
（事件概要と判決）
１、Ｙは江蘇省海安県老坝港鎮人民政府に属する財政所所長として農村経
済発展のための資金融資である「支農周転金」の管理運営を担当してい
た。老坝港鎮は黄海に面する沿岸に位置し、ウナギとフグの養殖では全
国第一の鎮である。
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２、Ｙは資金の貸与先で従来から回収が遅滞していた發世特鰻業有限公司
からさらに融資を懇願され、1998年初頭に同公司に万港養殖場を連帯
保証人として60万元を追加融資した。その後同公司は30万元を返済し
たが、残余30万元を一向に返済せず、2000年には営業困難となり、
2002年には営業を停止し、負債は2000万元に達し、2003年12月にはそ
の全資産を借入金返済のために海安農業銀行に譲渡担保として移転し、
さらにその後保証人である万港養殖場は資産全部を抵当権者である老坝
港信用社に移転したので、ここにおいて30万元は回収不能になった。
３、Ｙは1999年に所長職を免職となり、同年11月には資金管理規定違反
を理由に海安県党支部の紀律委員会から「留党察看処分」を受けた。Ｙ
は2003年に財政所を退職したが、2006年12月に逮捕された。
４、海安県検察院は、前記30万元の回収不能は刑法397条の職権乱用罪
「国家機関の工作員が職権を濫用しまたは職務をなおざりにして公共財
産に重大な損害を与えたときは、３年以下の懲役に処する」に当たり、
また30万元の回収不能は民法通則106条「公民が故意過失により国家財
産を侵害したときは、民事責任を負う」に当たるとして、2007年９月
22日、同検察院はＹを職権濫用罪で起訴し、同時に国家を代表して刑
事附帯民事訴訟を提起した。
５、海安県人民法院は、刑事・民事とも検察院の主張を認め、つぎのとお
り判決をした。
１）被告は、職権濫用罪として懲役６ヶ月に処する。
２）被告は原告に30万元を支払え。
（出典：民主與法制2008年第１期・１月上半月20頁）
【⑬事件】
罪名：強姦致傷
公訴機関：深圳市検察院
附帯民事訴訟原告Ｘ :張某（26歳、女）
　　同　　　被告Ｙ：劉某（30歳、男、オーストラリア国籍華人）
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法院（附帯民事訴訟）： 深圳市中級人民法院（１審）、広東省高級人民法院
（２審）
　同　（一般民事訴訟）： 深圳市羅湖区人民法院（１審）、同市中級人民法
院（２審）
判決日（一般民事訴訟）：2002年12月６日原判決取消し、請求却下
（事件概要と判決）
１、1998年８月、深圳市内の多国籍企業に勤務するＸは英会話を学ぶた
めに同市内の某英会話クラブに入会した。Ｘはここで知り合ったＹと同
年８月15日、一緒に食事をしたあと、Ｙが自宅マンションでオースト
ラリアの風景写真を見ようと誘うので、ついて行った。
　　マンションの客間で飲食をしたあと、ＸはＹを寝室に強引に連れ込
み、Ｘの衣類を強引に脱がせようとしたのでＸが抵抗したが、Ｙが殴打
し、脅かすので抵抗がかなわず、Ｙは寝室、客間、洗面所の三か所でＸ
を強姦した。Ｘは翌日午前零時30分ごろ便所の電話から110番電話し、
警官は直ちに現場急行し、Ｙを逮捕した。
２、Ｘは1999年９月、深圳市中級人民法院に刑事附帯民事訴訟を提起
し、慰謝料10万ドルの支払い請求をした。
３、同法院は、Ｙを懲役12年に処したが、Ｘの請求については「慰謝料
請求は、刑訴法77条の“物質的損害を受けたとき”に含まれない」と
して請求を棄却した。
　　Ｘは広東省高級人民法院に上訴したところ、同院は「慰謝料請求は、
一般の民事訴訟を提起すべきである」と教示した。
４、Ｘは上記の教示に従い、同市羅湖区人民法院に45万ドルの慰謝料請
求の訴えを起こした。
　　2001年１月11日、羅湖区人民法院は「Ｙの行為は、Ｘの生命健康権
と貞操権に対する重大な不法行為にあたり、Ｘに一生涯の精神苦痛を与
え、かつＸの社会的評価を著しく下げさせた」として８万元の慰謝料を
命じる判決を下した。
　　この１審判決に対して、ＸとＹがともに同市中級人民法院に上訴し
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た。
　　同市中級人民法院は一年余の審理研究を経たのち、2002年12月６日
に最高人民法院2002年７月11日「刑事被害者の慰謝料請求に関する回
答」にもとづき、１審判決を取り消してＸの慰謝料請求を却下した。
（出典：判解研究・2007年第５輯総37輯・人民法院出版社2007年115頁）
１．刑事附帯民事訴訟
　刑事附帯民事訴訟（または刑事附帯私訴）とは、起訴後の刑事事件につ
いて犯罪による被害者が原告となり刑事被告人を被告として損害賠償等の
訴えを提起し、刑事事件と民事事件を同時進行させて刑事判決と民事判決
を同時に行うものである。
　この制度は各国で差異があるものの、一般的な長所としては、次の点が
あげられる
（１）
。
１）被害者にとって便利であり、訴訟費用がかからず、時間も節約でき
る。
２）裁判所にとっては、同一の事実について刑事、民事の各判決で矛盾
した認定を避けることができる。刑事と民事が別々で手続きが進行す
るよりも効率的で、訴訟コストが節約できる。
　アジアでは現在のところ、中国と台湾で実施されている。中国では従来
から刑事附帯民事訴訟の件数が多く、2005年から一段と増加傾向にある
（２）
。
　中国で刑事附帯民事訴訟の利用が衰えないのは、簡便さに加え、訴訟費
用と律師に関係がある。刑事附帯民事訴訟は訴訟費用が無料であり、さら
に民事の請求原因事実の立証については、損害額の立証を除いて検察院が
公訴事実を立証することにより原告は単にこれを援用することで大部分が
充足され、律師を訴訟代理人に付けなくてもやっていけるからである。
①ないし⑫事件は、いずれも農村または鎮で起こった犯罪で、④事件以
外は原告は律師を訴訟代理人に付けていない。このように刑事附帯民事訴
訟は「律師なしで、訴訟費用が無料で、検察院と法院が万事よろしくやっ
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てくれる便利な民事訴訟」と考えられてきた。
　日本は、戦前にこの制度が存在したが（旧刑事訴訟法567 ～ 613条）、
昭和23年にアメリカ型の新刑事訴訟法が制定されたことに伴い廃止され
た
（３）
。
★刑事訴訟法
第77条（被害者・検察院による刑事附帯民事訴訟）被害者は、被告人の犯罪行
為によって物質的な損害を受けたときは、刑事訴訟の過程で附帯民事訴訟を
提起することができる。
　　　国家財産、集団財産が損害を受けたときは、人民検察院は公訴を提起した
ときに附帯民事訴訟を提起することができる。
　　　人民法院は必要があれば、被告人の財産を封印または仮差押さえをするこ
とができる。
第78条（並行審理）附帯民事訴訟は、刑事事件と並行して審理する。刑事事件
の審理が著しく遅延するときに限り、刑事事件の審判の後に同一審判員によ
り継続して附帯民事訴訟を審理する。 
　上記のとおり刑事附帯民事訴訟は、刑事訴訟法にわずか２か条あるだけ
で、具体的な手続の詳細はいくつかの司法解釈がこれを補充している。特
に1998年６月「刑事訴訟法執行上の解釈」（以下、司法解釈《解釈》と略
称
（４）
）と2000年12月「刑事附帯民事訴訟の範囲に関する規定」（以下、司法
解釈《範囲》と略称
（５）
）が重要である。
　台湾の刑事附帯民事訴訟は、刑事訴訟法487条から25か条もあり、比較
的詳細な規定をしている
（６）
。
　司法解釈《解釈》のうち、刑事附帯民事訴訟に関する箇所を次に掲げ
る。
★最高人民法院「刑事訴訟法執行上の解釈」
６、附帯民事訴訟
第84条（受理）人民法院は刑事事件を受理したときは、犯罪行為により物質的
な損害を受けた被害者（公民、法人、その他の組織）、死亡した被害者の近
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親族、行為無能力または制限行為無能力の被害者の法定代理人に対して附帯
民事訴訟を提起する権利があることを告知することができる。
　　附帯民事訴訟を提起することができる者がその訴訟の権利を放棄するとき
は、これを許可し記録にとどめる。
第85条（国家・集団財産の損害）国家財産、集団財産が損害を受け、損害を受
けた単位が附帯民事訴訟を提起しないときは、人民検察院が公訴を提起し附
帯民事訴訟を提起したときは、人民法院はこれを受理する。
第86条（被告人の範囲）附帯民事訴訟において法により賠償責任を負う者とは
次の者をいう：
（１）刑事被告人（公民、法人、その他の組織）および刑事訴追を受けてい
ないその他の共犯。
（２）未成年の刑事被告人の監護人
（３）死刑の執行を受けた者の相続人
（４）共同犯罪事件で、事件終結前に死亡した被告人の相続人。
（５）刑事被告人の犯罪行為により法により民事賠償責任を負う単位または
個人。
第87条（親族）附帯民事訴訟の成年被告人が賠償責任を負うとき、その親族が
自発的に被告人に代わって賠償を負担するときは、これを許可する。
第88条（訴えの条件）附帯民事訴訟の訴えの条件は次のとおり：
（１）附帯民事訴訟を提起する原告、法定代理人が法定の条件に適合するこ
と。
（２）被告人が特定されていること。
（３）賠償請求の金額と請求の原因
（４）被害者の物質的損害が被告人の犯罪行為に起因すること。
（５）人民法院が附帯民事訴訟を受理する範囲であること。
第89条（提訴の時期）附帯民事訴訟は、刑事事件の起訴から第１審判決の宣告
前までに提起しなければならない。
　　　附帯民事訴訟を提起できる者が第１審判決の宣告前に訴えを提起しないと
きは、附帯民事訴訟を提起することはできない。ただし刑事判決後に別の民
事訴訟を提起することは妨げない。
第90条（起訴前の賠償請求）捜査、予審、起訴審査の各段階で附帯民事訴訟を
提起できる者が公安機関または人民検察院に対して賠償請求をして公安機関
または人民検察院に記録されたときは、刑事事件が起訴されたときは人民法
院は附帯民事訴訟としてこれを受理しなければならない。
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　　　人民検察院が調停を行い、当事者が合意に達し金銭が交付されたのちなお
も被害者が法院に附帯民事訴訟を提起したときも、人民法院法院はこれを受
理してもよい。
第91条（口頭の訴え）附帯民事訴訟を提起するには、一般には附帯民事訴訟状
を提出する。訴状を書くことが困難なときは、口頭によって訴えをしてもよ
い。審判員は原告の口頭による訴訟請求を詳細に聞き取り、筆録し、原告に
読み聞かせる。原告は誤りがないかを確認して署名または捺印をする。
第92条（訴状の受理）人民法院が附帯民事訴訟の訴状を受け取ったときは、こ
れを審査し、７日以内に立件するかどうかを決定する。刑事訴訟法77条
１，２項および本解釈88条に適合するときは、これを受理しなければなら
ない。規定に適合しないときは、訴えを却下する。
第93条（送達）人民法院が附帯民事訴訟を受理したときは、５日以内に附帯民
事訴訟の被告人に附帯民事訴訟の訴状の副本を送達し、または口頭による訴
えの内容を速やかに附帯民事訴訟の被告人に通知し記録にとどめる。
　　　被告人が未成年のときは、附帯民事訴訟の訴状副本はその法定代理人に送
達し、または口頭の訴えの内容を法定代理人に通知する。
　　　人民法院が附帯民事訴訟の訴状副本を送達するときは、刑事事件の審理の
期限に従って被告人またはその法定代理人が民事答弁状を提出する期限を確
定する。
第94条（主張・立証の責任）附帯民事訴訟の当事者は、自己の主張に対して証
拠を提出する責任がある。
第95条（保全措置）人民法院は、附帯民事訴訟の審理に必要であれば、決定で
被告人の財産を仮処分または仮差押さえすることができる。
第96条（調停）附帯民事訴訟案件を審理するとき、人民検察院が提訴した附帯
民事訴訟を除くほか、調停をすることができる。調停は自発合法の基礎のう
えに進行させる。調停が成立したときは、審判員は速やかに調停書を作成し
なければならない。調停書は、当事者双方がこれを受領して署名してその効
力が生じる。
　　　調停が成立しその場で執行が完了したときは、調停書を作成しないことが
でき、この場合は、その旨を記録し、当事者双方と審判員および書記員が署
名または記名捺印することにより法律効力が生じる。
第97条（調停の不成立）調停が成立せず、または当事者が調停書の受領前に翻
意したときは、附帯民事訴訟は刑事訴訟と同時に判決をしなければならな
い。
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第98条（原告の期日呼出）附帯民事訴訟の原告には、人民法院が呼び出状を発
し、原告が正当な理由がなく出廷しないとき、または法廷の許可なく退廷し
たときは、訴えを取り下げたものと見なす。
第99条（手続遅延の措置）被害者が受けた物質的損害または被告人の賠償能力
を確定することができないとき、および附帯民事訴訟の当事者がやむなく出
廷できないときなどの案件については、刑事案件の審理の遅延を防ぐため
に、附帯民事訴訟は刑事案件の審判後に同一の審判組織で継続して審理す
る。審判を組織する審判員が継続して審理できないことが確実であるとき
は、その審判員を変更することができる。
第100条（法律の適用）人民法院は、附帯民事訴訟を審理するとき、刑法および
刑事訴訟法を適用するほか、民法通則、民事訴訟法の関係規定を適用する。
第101条（無罪）人民法院は、公訴案件の被告人の行為が犯罪を構成しないとき
は、提起された附帯民事訴訟については、調停が成立しないときは、刑事と
同時に附帯民事訴訟の判決をしなければならない。
第102条（訴訟費用）人民法院が審理する刑事附帯民事訴訟案件について訴訟費
用を徴収しない。
註
（１）王福華・李琦《刑事附帯民事訴訟制度與民事権利保護》中国法学2002年２
期131頁。平井彦三郎『刑事訴訟法要論』松華堂書店・大正15年1013頁は「私
ヲ公訴ニ附帯スルノ制ヲ設ケタルハ、公訴ノ事實ニ因リ私訴ノ當否ヲ判斷ス
ルコトヲ得ヘク、勞尠ナクシテ民事訴訟ニ於ケルト同一ノ效果ヲ得セシメン
トスルニ在リ、更ニ換言スレハ原告カ民事上常ニ困難トスル請求原因ノ證明
ニ付直ニ公訴ノ證據ヲ援用シ得ヘク、又裁判所ニ別段ノ手數ナキノ結果訴訟
書類ニ印紙ノ貼用ヲ要セサルノ點ニ於テ其便多大ニシテ、苟モ裁判所カ私權
ノ保護ヲ任務トスル限リ、斯ル便宜ナル制ヲ禁スルノ理由毫モ存セサレハナ
リ」と述べ、板倉松太郎・中尾芳助『刑事訴訟法指巋』清水書店・昭和２年
791頁は「一 公訴ニ於テハ私訴ノ訴訟材料ヲ私訴ニ於テハ公訴ノ訴訟材料ヲ
利用スルノ益アリ 二　手續ノ重複ヲ避ケ審理ヲ簡便ナラシムルノ利アリ
三　訴訟主體ノ手數ヲ省キ訴訟費用ヲ減セシム　四　裁判ノ觸ヲ防キ裁判所
ノ信用ヲ厚カラシムルノ好果ヲ來スモノナリ　公訴附帯ノ私訴制度ヲ刑事訴
訟法中ニ設クル立法上ノ理由ハ即チ以上ノ利益ヲ實現セシメ以テ審判上好果
ヲ來サシメムトスルニ在リテ存ス」と述べる。なお団藤重光『新刑事訴訟法
綱要（七訂版）』創文社・昭和48年３月604頁が「ちなみに旧法では、附帯手
続として私訴の制度があった。これは公訴に附帯する民事訴訟で、犯罪の被
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害者に簡易迅速な救済をあたえることによって、同時に　―フェリがとくに
強調したように―　犯人に対して鎮圧的機能をもはたすのであった。新法で
は、公訴そのものがいちじるしく複雑な手続になったので、私訴の制度は廃
止されたが、将来は、立法論としてなお研究に値する問題である。」と述べる
のは、今日から見て卓見といわねばならない。刑事附帯民事訴訟の短所につ
いては注（64）を参考されたい。
　　本文１）２）の理由のほかに、中国のテキストでは、３）犯罪に対する闘
争を強化し、公訴機関の訴追をサポートし、群集への教育効果がある、４）
刑事附帯民事訴訟を提起することによって、犯罪行為に対する制裁になり、
“罰すれば、賠償を求めない”“賠償すれば、罰せられない”という伝統思想
を打ち破り、“罰せよ、さらに賠償もさせよ”の観念を普及することができ、
群衆の犯罪観念の改革に役立つ、を挙げることが多い。同旨、王永臣・範春
明『刑事附帯民事訴訟與自訴案件的審判』中国法制出版社1995年17，18頁。
（２）毛立華・馮愛氷《刑事附帯民事訴訟若干問題與対策―山東省法院刑事附帯
民事訴訟調研分析》人民司法2007年５期（上）46頁によると、同省の2004年
の全刑事件37,081件のうち刑事附帯民事訴訟は24.2％を占め、内訳は交通事
故44.9％、傷害33.7％で、2005年は全41,686件のうち23.5％、2006年は全
42,160件のうち22.4％という報告がある。これによると刑事附帯民事訴訟は圧
倒的に交通事故と傷害による被害者の被告人に対する損害賠償請求が多いこ
とがわかる。
　　北京市第一中級人民法院刑一庭《関于刑事附帯民事訴訟面臨的司法困境及
其解決対策的調研報告》法律適用2007年７期77頁によると、北京市第一中級
人民法院の刑事附帯民事訴訟は2000年38.5％であったが2005年には66.4％に
上昇した、これは2004年５月に人身に関する損害賠償の範囲・算定方法等に
ついて司法解釈が制定されたことが主な原因であると述べる。注（29）参照。
　　刑事附帯民事訴訟の訴訟費用の無料は、制度の必然ではない。中国でも将
来は制度自体は存続し、費用は有料化し、同時に法律援助条例にもとづき律
師代理費についてリーガルエイドを積極的に行い、もって刑事附帯民事訴訟
の律師委任率を高め、訴訟進行を合理化・効率化することにより制度の長所
が発揮されると考える。
（３）フランス、イタリア、ドイツは現在もこの制度が存在する。刑事附帯民事
訴訟についてのフランス法、ドイツ法と日本の旧刑事訴訟法の比較について
は、樫見由美子「附帯私訴」金沢法学第45巻２号（2003年３月）、川出敏裕
「付帯私訴制度について」田宮裕博士追悼論集（下）・2003年信山社287頁、
滝沢誠「附帯私訴による被害者の損害回復」法学新報第107巻・9・10号・
2001年）が詳細である。台湾の刑事附帯民事訴訟法については、内海朋子・
劉芳伶「中華民国（台湾）における附帯民事訴訟制度」亜細亜法学41巻２号
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（2007.1）185頁がある。
（４）最高人民法院1998.6.29《関于執行刑事訴訟法若干問題的解釈》法釈
［1998］23号。この司法解釈の前身は同院1994.3.21《関于審理刑事案件程序
的具体規定》法發［1994］４号であり、刑事附帯民事訴訟に関する条項はほ
ぼ同一である。
（５）最高人民法院2000.12.13《関于刑事附帯民事訴訟範囲問題的規定》法釈
［2000］47号。全文は、後記４を参照。
（６）台湾刑事訴訟法490条は「附帯民事訴訟については、刑事訴訟に特別の規定
がない限り、刑事訴訟法の規定を準用する」と明記するが、大部分は民事訴
訟法の規定を明文で準用している。中国の司法解釈《解釈》100条は「人民法
院が附帯民事訴訟を審理するときは、刑法および刑事訴訟法のほか、民法通
則、民事訴訟法の関係規定を適用しなければならない」とするが、期日・証
人の呼出状の送達、証拠調べの方法など具体的な手続きについてどの条項に
依るのか、やや不明確である。
２．訴提起の期間、方式、審理
１．訴えの時期
　刑事附帯民事訴訟の訴えの期間制限については、司法解釈《解釈》89
条は、刑事事件の起訴（公訴と自訴）から１審の判決までとする。日本旧
刑訴法と台湾刑訴法の中間の長さであるが
（７）
、中国では次項のとおり、捜査
段階でも賠償等の請求ができるようになっているので、実質的な訴え提起
の始期はきわめて早いといえるが、その終期も早いといわなければならな
い。訴え提起の方式は、口頭でもよい
（８）
。
　附帯民事訴訟の提起は、人民法院への訴状提出または口頭による請求だ
けではなく、捜査段階においても公安や検察院は、被害者が告発、事情聴
取、信訪・上訪などの機会に自ら賠償請求の意思を明確にしたときは、こ
れを刑事記録に記載して、起訴したときに人民法院は刑事附帯民事訴訟の
提起があったものとして受理しなければならない。この点は日本旧刑訴法
と台湾刑訴法と大きく異なる
（９）
。
④事件は、検察院に事件が送致された段階でＸの代理人弁護士から附帯
民事訴訟の訴状が検察院に提出され、起訴とともにこの訴状が人民法院に
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添付され、刑事附帯民事訴訟として受理したケースである。
　司法解釈《解釈》90条２項は、刑事事件の起訴前に被害者と被疑者が
賠償等について和解が成立しその履行が終えた場合でも、起訴後になお被
害者は附帯民事訴訟が提起できるとする規定であるが、理解が困難であ
る。例えば被害者は損害の一部について和解をしたが、その余について起
訴後に提訴するというケースであろうと解する（建造物放火について、賠
償については和解ができ、弁済を受けたが、謝罪、原状回復を求めて起訴
後に附帯民事訴訟を起こしたい場合など）。
２．財産保全と先予執行
　財産保全、先予執行
（亜）
もできる。
　刑事訴訟法77条３項は人民法院は、財産保全ができると規定するが、
当然の理を明らかにしたにすぎない。むしろ問題は、刑事起訴前に被害者
が公安局や検察院に賠償の請求をし同時に財産保全を請求したとき、公安
局や検察院は独自に保全の決定をして封印や仮差押さえができるかである
が、人民法院しかできないと解する
（唖）
。
３．不起訴
　被害者が起訴前に公安局や検察院に賠償請求または附帯民事訴訟の意思
を告知したが、不起訴または起訴猶予となったときは、公安局や検察院は
調停を勧告し、調停が不調のときは、賠償等の記録を人民法院の民事廷に
移送し一般の民事訴訟として扱うが、訴訟費用は無償とされる
（娃）
。
４．被告人の反訴
　被告人は、被害者の刑事附帯民事訴訟に対して「反訴」（民事訴訟法52
条）ができるが、本案と密接に関係する請求に限られる
（阿）
。例としては、車
両同士の衝突事故で、原告が自己車両の破損修理代と人身損害賠償を請求
し、被告人が自己車両の破損修理代を反訴で請求するケースなどである。
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５．審理
　審理については、司法解釈《解釈》94条は「附帯民事訴訟の当事者は、
自己の主張に対して証拠を提出する責任がある
（哀）
」とする。この趣旨は、一
般民事訴訟（同法64条、司法解釈《民事訴訟の証拠に関する規定》２
条）と同様に「主張・立証責任の原則」を定めたように解されるが、疑問
がある。日本旧刑訴法と台湾刑訴法では、附帯民事訴訟の従属性から導か
れるいくつかのルールがある
（愛）
が、中国法の解釈としては、附帯民事訴訟の
原告の主張の範囲内で原被告が立証していない事実であっても、法官は公
訴機関が立証した事実については附帯民事訴訟の判決に引用できると解す
る。もっとも、公訴機関が収集した潤沢な証拠を原告が引用すれば足りる
から、加害事実の立証は容易といえる。自訴プラス附帯民事訴訟の場合
は、この境界がきわめて曖昧になり、原告は実質的に立証の責任を負う。
　刑事事件の審理と平行して民事事件を審理するのが原則である。日本旧
刑訴法と台湾刑訴法では附帯民訴の従属性が強く、ここでは刑事審理のあ
とでやっと民事事件を審理することになっている
（挨）
。
　注目すべきは、中国では1996年の刑事訴訟法改正のときに刑事事件に
おいて被害者自らまたはその家族・弁護士を訴訟代理人として法廷で尋問
等ができる次の規定が日本に先駆けて明文化されたことである。
★刑事訴訟法
第40条（訴訟代理）公訴事件の被害者およびその法定代理人または近親属、附
帯民事訴訟の当事者およびその法定代理人は、起訴後は訴訟代理人に委任で
きる。自訴事件の自訴人は、いつでも訴訟代理人に委任できる。
第155条（被告人質問）被害者、附帯民事訴訟原告と弁護人、訴訟代理人は、審
判長の許可を得て被告人に質問ができる。
第156条（証人、鑑定人質問権）公訴人、当事者と弁護人、訴訟代理人は審判長
の許可を得て証人、鑑定人に質問できる。
第160条（弁論、意見陳述）公訴人、当事者と弁護人、訴訟代理人は審判長の許
可を得て、証拠と事件情況について意見を述べかつ相互に弁論ができる。 
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７．判決
　判決については、刑事と民事は同時になされるのが原則である。中国で
は同一の判決書に刑事 ･民事の主文と理由が記載されるが、日本旧刑訴法
では別々の判決書でなされていた
（姶）
。
註
（７）日本旧刑訴法568条は「１審の弁論終結まで」とし、台湾刑訴法488条は
「２審の弁論終結まで」とするので、提訴期間としては、台湾、中国が長
く、日本が最も短い。
（８）日本旧刑訴法582条と台湾刑訴法495条はいずれも「刑事の公判期日に法廷
に来て口頭で賠償の請求をすれば足りる」と規定する。しかし公判前に口頭
で捜査機関に賠償請求することはできない点が中国と異なる。
（９）台湾刑訴法488条は刑事起訴後に限定し、日本旧刑訴法568条は明文で予審
中の提起を禁ずるので、中国の提訴の期間はきわめて緩やかだといえる。こ
のことが中国で刑事附帯民事訴訟が増加する一因とされる。
（10）〔先予執行〕とは、民事訴訟法97、98条により、賃金や扶養料を訴訟中に仮
に支払わせる制度であり、日本の“仮払仮処分”（民事保全法23条②）に相当
する。最高人民法院2000.11.20《関于審理刑事附帯民事訴訟案件有関問題的批
復》法釈［2000］40号は「刑事附帯民事訴訟の当事者から先予定執行の申請
があったときは、人民法院は民事訴訟法97条にもとづいてその許否を決定せ
よ」としてこの適用を肯定した。実例としては、一家の支柱である父親を交
通事故で亡くした妻、子が刑事附帯民事訴訟を提起し、被扶養権侵害による
損害賠償を請求したとき、当面の生活費を先予執行で仮払いさせることなど
である。
（11）陳光中『中国刑事訴訟程序研究』法律出版社1993年444頁は、「起訴前は公
安局や検察院が保全の決定と執行をする」と述べるが、法的な根拠はなく、
実例もない。もっとも起訴前に保全をした場合は、15日以内に本案を提起し
なければならないが、この本案は刑事附帯民事訴訟を指すから、不起訴や起
訴が遅滞するときは、保全を取り消すのかどうかの問題がある。なお、前
掲・北京一中院《調研報告》79頁によると、2000年、2003年、2005年の調査
年は財産保全、先予執行は１件もなかったと述べる。
（12）前掲・陳光中『研究』442頁。
（13）前掲・陳光中『研究』448頁。日本旧刑訴法は、570条（私訴判決は公訴判
決で認めた事実によりなす））と589条（私訴が煩雑なときは、私訴を却下す
る）の趣旨により、「反訴」は当然に認められない。台湾刑訴法も500、570条
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により反訴は認められない。
（14）刑事訴訟と附帯民事訴訟の並行審理について、前掲・北京一中院《調研報
告》79、80頁は「原告は訴訟費用が不要であることを奇貨として、巨額な賠
償請求をすることが多く審理を難しくしている。また賠償を確実にするため
に被告人以外の単位や関係者を附帯民事訴訟の被告にし審理を長引かせた
り、法院に証拠収集、技術鑑定、財産評価、外地への財産保全などを申請す
るために刑事事件の迅速な審理に影響を与える。特に、附帯民事訴訟で被告
人に期日の通知をしても送達されず、または被告人が 出廷を拒絶すると民事
事件の審理が進まず、刑事事件と分離して進行させると、今度は民事事件が
渋滞し、かえって当事者の訴訟負担が重くなってしまう」「刑事と民事では調
査の重点や証拠ルールなどが大きく異なる。例えば、刑事訴訟法160条により
審判長の許可を得て当事者、弁護人、訴訟代理人は証拠と案件情況に対して
意見を述べ、相互に弁論をすることができるので、実務では附帯民事訴訟の
原告と訴訟代理人は法廷で刑事、民事のいずれにも必ず意見を述べ、特に刑
事について検察員の公訴事実や冒頭陳述と異なる意見を述べることが多く、
審理を煩雑にさせ遅延させる」などと刑民の並行審理の難しさを素直に述べ
る。
（15）日本旧刑訴法586条と台湾刑訴法499条は「公訴ニ付取調ヘタル証拠ハ私訴
ニ付取調ヘタルモノト看做ス」とし、また台湾刑訴法500条は「附帯民事訴訟
の判決は、刑事訴訟の判決が認定した事実をもってその証拠となす」として
刑事附帯民事訴訟の従属性を強調する。
　　小野清一郎『刑事訴訟法講義』有斐閣・昭和19年629頁は「民事訴訟法の意
味における弁論主義・処分主義は刑事訴訟法に於ける職権主義によってある
種の制限を受けなければならない。この点に私訴手続の法律的特殊性があ
る。裁判所は、原告の陳述に拘束せられることなく自由にその事実を認定す
ることができ（587条）、同時に被告の自白にも拘束せられることなきものと
解さねばならぬ」と述べる。
（16）日本旧刑訴法583条と台湾刑訴法496条は「私訴ノ取調ハ公訴ノ審理ヲ終エ
タル後之ヲ為スヘシ」として附帯民事訴訟の審理は刑事の後回しにされる。
しかも日本旧刑訴法589条は「数多ノ日時ヲ費ヤスニ非サレハ私訴ノ審判ヲ終
結シ難キモノト認ムルトキハ決定ヲモッテ私訴ヲ却下スヘシ」のように刑事
審理を優先する余り、煩雑な附帯民事訴訟は請求を却下できる。中国では却
下はできず、後回しにするだけで、ここでも従属性は緩和されている。
（17）黒瀬善治『實用刑事訴訟法』厳松堂書店・大正15年643頁。
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３．原告と被告の人的範囲
　刑事訴訟法77条の規定からすると、刑事附帯民事訴訟の原告は「被害
者」であり、被告は「刑事被告人」であることが明らかである。しかしこ
れら原被告の人的範囲は、大いに争われた。
１ 　原告の人的範囲として、「被害者」が犯罪行為により死亡した場合
は、原告適格を有するのは死亡者の法定相続人または一定の親族に限る
のか、その他利害関係を有する第三者をも含むか。
　多数説は、原則として近親者または相続人に限り、その他の第三者が葬
儀費用や治療費などを立替えたときは近親者・相続人に対して事務管理に
もとづいて償還請求すれば足り、近親者・相続人がいないときに限りその
第三者は付帯民事訴訟ができるという
（逢）
。
　しかし第一順位の相続人ではない近親者ができるかは問題がある。私見
は、その近親者に固有の損失があれば提訴できると解する
（葵）
。
　また近親者または相続人が複数であれば、各自が単独でまたは共同で訴
訟を提起できるが
（茜）
、犯罪行為により遺産が失われた場合は、相続割合に応
じてしか請求できない。⑤⑦事件は、被害者が死亡してその相続人が共同
して提起したケースであるが、金銭債権であるにもかかわらず、日本の判
決のように原告一人ずつに金額を分割して給付を命ずることなく、単に
「原告らに総額○○元を支払え」という曖昧な主文になっている。
　③事件は、死亡被害者の妻だけが原告になっているが、その他の家族は
どうしたのか不明である。
２　被告の人的範囲は、起訴された被告人に限るか
　共犯のうち起訴されない者については、司法解釈《解釈》86条（１）
に、被告人の使用者や監護人など民法上の責任を負う者については同《解
釈》86条（２）（５）に、それぞれ明文で被告にすることができると規定
している
（穐）
。
①②事件ではいずれも犯行者の雇主を附帯民事訴訟の被告に加え、連帯
賠償責任を求めている
（悪）
。
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３　犯罪行為者が死亡したときはどうなるか。
　刑事附帯民事訴訟の提訴をしたのち刑事判決が出るまでに被告人が死亡
したときは、刑事訴訟は終了し、附帯民事訴訟は一般民事訴訟に移行し、
被告人の相続人によって民事訴訟が承継されると解する。この場合に当然
に一般の民事訴訟に移送または移行するのか、あるいは原告の移送申し立
てが要るのか疑問がある。もっとも一般の民事訴訟に移行した場合は、民
事訴訟法107条により訴訟費用を納める必要があるので、原告の移送申立
が必要だと解する。
４　特殊な問題として次のテーマがある。
１）妻が夫から家庭暴力を受け、夫が傷害罪で起訴されたとき、妻は刑
事附帯民事訴訟で賠償請求ができるか。
　　婚姻法46条は「家庭暴力は離婚後に賠償請求ができる」と規定し
たことから、婚姻継続中は配偶者に対して刑事附帯民事訴訟ができな
いとする解釈が有力である
（握）
。
２）死亡被害者または財産損失者に対して保険会社が生命保険金または
財産保険金を支払ったとき、保険会社は保険代位（保険法45条）に
より加害者たる被告人に損害賠償債権を取得し、刑事附帯民事訴訟の
原告になることができる
（渥）
。
３）死亡被害者の身元が不明なとき、地元の民政局や流民救助センター
は被害者に代わって刑事附帯民事訴訟が起こせるか。
　　私見は、これは「第三者の訴訟担当」であり、法律に明文がない以
上否定されると解するが、中国の最近の論調として、民事訴訟法15
条「国家機関は、被害者が提訴するのを支援できる」や、同法108条
「本案と直接の利害関係を有すること」と「交通事故処理規則」など
を根拠にして
（旭）
、民政局等は刑事附帯民事訴訟の原告になることができ
るとする説が多い。詳細は後記10を参考にされたい。
註
（18）王俊民《附帯民事訴訟当事人範囲新問題探求》法学（2001年２期）22頁。
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（19）方弋栄《論如何確定刑事附帯民事訴訟的主体資格和賠償範囲》中国法院
網・刑事研究2007.9.7は、司法解釈《解釈》84条の「近親属」は第一順位の相
続人とする。
（20）郝文軍《刑事附帯民事訴訟審判與執行問題》中国法院網・刑事研究
2007.10.9は、被扶養者が複数いて、そのうちの一人だけが刑事附帯民事訴訟
を起こしたときは、法院は被扶養者の全員に対して訴訟参加するよう催告
し、参加しない者はその訴権を放棄したものと見なすと述べるが、複数の扶
養請求権は明らかに「分割債務」であるから、強いて訴訟参加させる必要は
なく、訴訟参加しないも者の訴権は奪われないと考える。
（21）前掲・王俊民22頁は、不起訴の理由により場合を分け、１）犯罪容疑につ
いて証拠十分だが他の理由によって起訴しない場合は附帯起訴ができ、２）
証拠不十分による不起訴の場合は附帯起訴はできない、と述べる。
　　　日本旧刑訴法567条「被告人」の解釈として、被告人以外の第三者は含ま
れないとされる。同旨、前掲・小野『講義』628頁。
（22）台湾刑訴法487条は「被告および民法により賠償責任を負う者に対して損害
賠償請求ができる」と明記されているので、台湾では①事件、②事件とも被
告の適格は当然に肯定される。
（23）張華・王偉《家庭暴力傷害案的被害人能否提起刑事附帯民事訴訟法》人民
法院報（刑事審判）2007.10.10は、夫は妻に男友達がいると邪推して妻が就寝
中に顔に火のついた布紙を投げつけて大やけどをさせた傷害罪事件で、妻は
刑事附帯民事訴訟を提起して賠償請求ができるかというケースについて、こ
の種の賠償請求は離婚請求と同時に行われなければならないから、刑事附帯
民事訴訟の請求範囲に含まれないと述べる。
（24）前掲・陳光中『研究』408頁。 
（25）《交通事故処理程序規定》41条３項が「身元不明の死者は市営葬儀場で火葬
に付し、遺骨を１年間保管する」と規定することから、地元政府は死者と直
接の利害関係を有し、原告資格があるという。
４．請求の範囲―特に慰謝料、謝罪、形成権
　中国の刑事附帯民事訴訟で最も争われたのは「刑事附帯民事訴訟の賠償
は、慰謝料を含むか？」というテーマであった
（葦）
。特に殺人、傷害による被
害者の精神上の苦痛は計り知れないので、その必要性は高い。
　しかし、このテーマに関して最高人民法院は次に掲げる司法解釈《範
囲》１条と雲南省高級人民法院に対する「回答
（芦）
」を発し、明文をもって慰
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謝料を否定した。
★最高人民法院「刑事附帯民事訴訟の範囲に関する規定」
　刑法36条、37条、64条および刑事訴訟法77条の規定にもとづき、ここに刑事附帯
民事訴訟の範囲に関する問題について、以下のとおり規定する。
第１条（物質上の損害）犯罪により人身の権利が侵害され物質上の損害を受け、
または犯罪分子によって財物が毀損し物質上の損害を受けたときは、附帯民
事訴訟を提起することができる。
被害者が犯罪行為によって精神上の損害を受けたとして附帯民事訴訟を提
起したときは、人民法院はこれを受理しない。
第２条（損害の可能性）被害者が犯罪行為によって損害を受けたとは、被害者が
犯罪行為によって受けた実際の侵害と受ける可能性がある損害を含む。
第３条（執行の中止・終結）人民法院が附帯民事訴訟を審理し、その判決後に被
告人には執行すべき財産がないことが判明したときは、決定により執行の中
止または終結をする。
第４条（情状酌量）被告人が被害者に物質上の賠償をしたときは、人民法院は、
刑について情状酌量をすることができる。
第５条（押収、追徴）犯罪分子が違法に被害者の財産を占有し、または処分して
損害を与えたときは、人民法院は、押収〔追繳〕または価格追徴命令〔責命
退賠〕ができる。押収、価格追徴の履行状況によって人民法院は刑について
情状酌量ができる。
押収、価格追徴が損害を填補することができないとして被害者が人民法院
に別の民事訴訟を提起したときは、これを受理する。
★最高人民法院「刑事被害者の慰謝料請求に関する回答」
雲南省高級人民法院あて：
貴院［2001］176号「人民法院は、刑事犯罪被害者が刑事附帯民事訴訟とは別に
起こした慰謝料請求の民事訴訟を受理すべきか」の伺いを受領した。検討の
結果、つぎのとおり回答する。
記
　刑法36条、刑事訴訟法77条および当院の「刑事附帯民事訴訟の範囲に関する規
定」１条２項にもとづき、刑事事件で被害者がその犯罪行為によって精神侵害を受
けたとして附帯民事訴訟を提起し、または当該刑事訴訟が終結したのちに被害者が
慰謝料請求の民事訴訟を提起したときは、人民法院はこれを受理しない。
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　刑事訴訟法77条は「物質的な損害を受けたとき」と規定していること
と司法解釈《解釈》84条および司法解釈《範囲》１条で明文で慰謝料を
否定し、さらに上記「回答」が附帯民事訴訟はもちろん、刑事事件が結審
した後に一般の民事訴訟で慰謝料を請求することさえ否定した。このため
裁判実務では、刑事附帯民事訴訟における慰謝料をことごとく否定してき
た。
⑬事件は、上記「回答」にもとづいて、犯罪による被害者の慰謝料につ
いては、刑事附帯民事訴訟はもちろん、一般民事訴訟においてもこれを否
定したケースである。しかしＸの一般民事訴訟の提起は広東省高級人民法
院の「慰謝料請求は、一般の民事訴訟を提起すべきである」との教示にも
とづいてなされており（このように教示するのが当時の実務の主流であっ
た）、余りにもＸに酷な処理結果だといわねばならない。
　しかし民法上は、1986年に制定された民法通則120条は人格権に対する
不法行為による精神侵害による賠償を含むと解してきた
（鯵）
。さらに2001年
に慰謝料に関する次の司法解釈
（梓）
（以下、司法解釈《慰謝料》と略称）が制
定され、原則的に慰謝料が認められた現在では、刑事附帯民事訴訟におい
て「損害」とは慰謝料を含むと解さなければならない。
★最高人民法院「不法行為による慰謝料請求に関する解釈」
第１条（慰謝料）自然人が次の人格権に違法な侵害を受け、人民法院に精神損害
の賠償を請求したときは、これを受理する。
　　　１．生命権、健康権、身体権
　　　２．姓名権、肖像権、名誉権、栄誉権
　　　３．人格尊厳権、人身自由権
　刑事附帯民事訴訟では、損害賠償に限らず、物品の返還、原状回復
（圧）
、謝
罪広告の請求もできるが
（斡）
、離婚の請求や契約の取消し請求などの形成の訴
えはできないとされる
（扱）
。
　法院は、被告の賠償能力を斟酌して賠償額を減額して支払いを命ずるこ
とができるかの問題がある。
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　この問題について多くの法院は、刑法36条「情状にもとづき損害賠償
を命じなければならない」の「情状」とは、被告の賠償能力を指すとし、
さらに最高法院「刑事審判工作座談会紀要
（宛）
」を根拠にして、被告の賠償能
力によって賠償額を減額してきた。⑥事件は、被告の家庭が貧しく賠償能
力がないと認めて、被告らのテレビ等の家財をもって賠償せよとだけ判決
したのである。しかし事件後５年たってＹらに樹木伐採による収入があっ
たことが判明し、Ｘらの再訴を容れた点は、一事不再理の原則に反すると
考える。むしろ再審手続によるべきであった。
　現在では刑事附帯民事訴訟において被告の賠償能力を斟酌して賠償額を
決めることは、理論上も司法解釈《範囲》３条の趣旨からも否定されたと
いわねばならない
（姐）
。
註
（26）日本旧刑訴法では「損害ノ賠償贓物ノ返還」としていた。
　　日本で、強盗強姦殺人の被害者の父が刑事附帯民事私訴で慰謝料を請求し
たのに対して、原審は慰謝料は条文に含まれないとして棄却したが、大審院
大正14年10月29日判決は「犯罪に因り生命を害せられたる者の父母、配偶者
及び子は慰謝料の請求に付き公訴に附帯し公訴の被告人に対して私訴を提起
することを得るものとす」として破棄差戻をした。大審院刑事判例集四巻632
頁。
　　台湾刑事訴訟法487条２項は「請求の範囲は民法の規定による」とするの
で、民法で認められる物的・精神的の損害賠償のすべてが含まれる。
（27）最高人民法院2002.7.15《関于人民法院是否受理刑事案件被告人提起精神損
害賠償民事訴訟問題的批復》法釈［2002］17号。この「回答」は、雲南省高
級人民法院の「伺い」に対する回答で、「伺い」のテーマである「刑事附帯民
事訴訟とは別に提起した慰謝料請求の民事訴訟は受理できるか？」からする
と、被害者は刑事附帯民事訴訟では慰謝料を請求しなかったところ、刑事判
決後に制定された司法解釈《慰謝料》にヒントを得て、慰謝料だけを一般の
民事訴訟で訴求したケースに対する回答と思われる。
　　しかし刑事附帯民事訴訟では物的損害だけを請求したので、この民事判決
の既判力は物的損害しか及ばず、慰謝料は別個の訴訟物として、別の民事訴
訟で請求できると解さなければならない。王福華・李王琦《刑事附帯民事訴
訟與民事権利保護》中国法学2002年２期138頁も既判力の観点から後訴での慰
謝料請求を認めるべきだとする。賈学勝《犯罪與精神損害―兼評全国首例強
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姦精神損害賠償案》判解研究2007年第５輯124頁は⑬事件のコメントで、「回
答」は民法および慰謝料に関する司法解釈に明らかに違反しており、これを
廃止すべきであると述べる。
　　なお上記の司法解釈《慰謝料》は慰謝料請求を認めながら、その第６条で
「不法行為の訴訟中に慰謝料の請求をしないで、当該訴訟が終結してから別
の訴訟を起こして慰謝料を請求しても人民法院はこれを受理しない」と規定
して、慰謝料だけの後訴を認めない。これは物的損害と慰謝料を併せて一つ
の訴訟物と考えているのであろう。
（28）民法通則が制定されるまでは、中国は「精神賠償」については、精神を金
銭で評価するという“資産家階級法学”の産物であり、“精神の金銭取引”と
して社会主義法制はこれを長らく否定してきた。民法通則120条は、中国で初
めて精神賠償を明文化した条項といわれる。韓述之『社会科学・争鳴大系
（政治学 ･法学巻）』上海人民出版社1991年405頁。楊立新主編『疑難民事糾
紛司法対策（第三集）』吉林人民出版社1997年186頁。
　　前掲・北京一中院《調研報告》79頁によると、2005年の刑事附帯民事訴訟
の原告の３分の１は慰謝料を請求したが、法院はすべてこれを認めなかった
と述べる。
（29）最高人民法院2001.3.8《関于確定民事侵権精神損害賠償責任若干問題的解
釈》法釈［2001］７号。
（30）⑪事件は、森林窃盗罪で地元の検察院が被害者の村のために公訴提起とも
に刑事附帯民事訴訟を提起して植林等の原状回復を請求したケースである。
同区では2006.1.1に同区の検察院と人民法院が連合で「刑事附帯民事公益訴訟
暫行規定」を制定し、本ケースがその適用第一号である。
（31）通説・判例。同旨、前掲・毛立華《問題與対策》14頁。「謝罪」はやや疑問
で慰謝料と似た問題があるが、刑法37条が「犯情が軽微で加罰性がないとき
は、説諭のうえ謝罪、賠償をさせることができる」と規定することから、刑
事附帯民事訴訟でも謝罪を含むと考える。
（32）民法上の形成权の行使として、離婚請求、詐欺取消し請求がある。例え
ば、詐欺により家屋を売却した売主は契約法54条２項により契約取消しを法
院に請求できるので、被害者である売主が刑事附帯民事訴訟において詐欺に
よる契約の取消しと家屋の引渡しを請求できるか。陳光中主編『中国刑事訴
訟程序研究』法律研究社1993年431，432頁は、離婚請求、詐欺取消しのいず
れも刑事附帯民事訴訟ではできないと述べる。私見は、離婚請求はできない
が、契約取消しと原状回復の請求はできると解する。
　　刑事附帯民事訴訟で離婚を請求したケースについては、最高人民法院
1980.7.16《関于刑事附帯民事訴訟問題的批復》は、夫の妻に対する虐待事件
において１審が夫を刑法182条家族虐待罪として保護観察〔管制〕１年に処
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し、同時に妻の起こした刑事附帯民事訴訟の離婚請求を認容した判決に対し
て被告人が上訴したケースの伺いに対して、四川省高級人民法院宛に「刑事
附帯民事訴訟については、物質上の損害賠償の民事訴訟に限られ、これをそ
の他の民事訴訟に拡大してはならない」と指令した。
（33）最高人民法院1999《関于全国法院維護農村穏定刑事審判工作座談会紀》
（34）前掲・毛立華《問題與対策》14頁。 
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